
商品分類 追加型投信／海外／債券

信託期間 2017年11月20日まで（2013年１月31日設定）

運用方針
ファンド・オブ・ファンズ方式により、安定
したインカムゲインの確保と信託財産の成長
を目指して運用を行います。

主要運用対象

国際オース
トラリア債
券オープン

（毎月決算型）

ＬＭ・オーストラリア債券ファ
ンド（適格機関投資家専用）受
益証券およびマネー・プール　
マザーファンド受益証券

ＬＭ・オー
ストラリア
債券ファンド

（適格機関投
資家専用）

豪ドル建の公社債

マネー・
プ ー ル
マ ザ ー
ファンド

わが国の公社債

運用方法

・主に豪ドル建の公社債に投資します。
・ ウエスタン・アセット・マネジメント・カ
ンパニー・ピーティーワイ・リミテッドが
実質的な運用を行うファンドを通じて投資
を行います。

主な組入制限
・ 投資信託証券への投資割合には制限を設け
ません。

・株式への直接投資は行いません。

分配方針

毎月20日（休業日の場合は翌営業日）に決算
を行い､収益分配方針に基づいて分配を行い
ます。分配対象額の範囲は、経費控除後の配
当等収益と売買益（評価益を含みます。）等
の全額とします。基準価額水準、市況動向、
残存信託期間等を勘案して、分配金額を決定
します。（ただし、分配対象収益が少額の場
合には分配を行わない場合もあります。）

※当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。
※ 公募株式投資信託は税法上、「ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）および

ジュニアＮＩＳＡ（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。
　詳しくは販売会社にお問い合わせください。

運用報告書（全体版）

国際オーストラリア債券
オープン（毎月決算型）

第35期（決算日：2015年12月21日）
第36期（決算日：2016年１月20日）
第37期（決算日：2016年２月22日）
第38期（決算日：2016年３月22日）
第39期（決算日：2016年４月20日）
第40期（決算日：2016年５月20日）

受益者のみなさまへ

　平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、お手持ちの「国際オーストラリア債券オープン

（毎月決算型）」は、去る５月20日に第40期の決算を行い

ましたので、法令に基づいて第35期～第40期の運用状況

をまとめてご報告申し上げます。

　今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い申し

上げます。

148109

当ファンドの仕組みは次の通りです。

東京都千代田区有楽町一丁目 12 番１号
URL:http://www.am.mufg.jp/

本資料の記載内容に関するお問い合わせ先

お客さま専用フリーダイヤル TEL.0120-151034
（9:00～17:00、土･日･祝日･12月31日～１月３日を除く）

お客さまのお取引内容につきましては、お取り扱いの販売会社にお尋ねください。
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国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）
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○最近30期の運用実績

決　　算　　期
基　準　価　額

参　考　指　数
ブルームバーグオーストラリア債券（総合）

インデックス（為替ヘッジなし、円換算ベース） 債券組入
比　　率

債券先物
比　　率

投資信託
証券比率

純 資 産
総　　額

（分配落）
税込み
分配金

期　中
騰落率

期　中
騰落率

円 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円
11期（2013年12月20日） 9,501 150 △ 1.6 701,928 △ 1.5 0.0 － 98.0 2
12期（2014年１月20日） 9,335 150 △ 0.2 697,681 △ 0.6 0.0 － 62.3 25
13期（2014年２月20日） 9,309 150 1.3 705,665 1.1 0.0 － 64.7 60
14期（2014年３月20日） 9,202 150 0.5 711,361 0.8 0.0 － 97.2 81
15期（2014年４月21日） 9,465 150 4.5 743,744 4.6 0.0 － 85.2 115
16期（2014年５月20日） 9,300 150 △ 0.2 743,763 0.0 0.0 － 94.5 164
17期（2014年６月20日） 9,310 150 1.7 758,172 1.9 0.0 － 96.1 234
18期（2014年７月22日） 9,177 150 0.2 760,781 0.3 0.0 － 96.3 338
19期（2014年８月20日） 9,105 150 0.8 768,265 1.0 0.0 － 96.1 471
20期（2014年９月22日） 9,024 150 0.8 774,011 0.7 0.0 － 94.6 796
21期（2014年10月20日） 8,684 150 △ 2.1 762,080 △ 1.5 0.0 － 95.2 1,112
22期（2014年11月20日） 9,227 150 8.0 826,306 8.4 0.0 － 89.0 1,786
23期（2014年12月22日） 8,837 150 △ 2.6 804,418 △ 2.6 0.0 － 94.1 2,357
24期（2015年１月20日） 8,723 150 0.4 810,701 0.8 0.0 － 96.4 2,690
25期（2015年２月20日） 8,294 150 △ 3.2 785,809 △ 3.1 0.0 － 96.8 3,038
26期（2015年３月20日） 8,177 150 0.4 790,113 0.5 0.0 － 96.0 3,377
27期（2015年４月20日） 8,132 100 0.7 796,074 0.8 0.0 － 95.3 3,623
28期（2015年５月20日） 8,104 100 0.9 802,822 0.8 0.0 － 98.6 3,459
29期（2015年６月22日） 8,003 100 △ 0.0 804,231 0.2 0.0 － 98.0 3,324
30期（2015年７月21日） 7,603 100 △ 3.7 774,443 △ 3.7 0.0 － 98.7 3,131
31期（2015年８月20日） 7,533 100 0.4 775,985 0.2 0.0 － 97.9 3,056
32期（2015年９月24日） 6,867 100 △ 7.5 720,194 △ 7.2 0.0 － 99.4 2,508
33期（2015年10月20日） 7,008 100 3.5 746,772 3.7 0.0 － 97.8 2,647
34期（2015年11月20日） 6,971 100 0.9 751,618 0.6 0.0 － 98.1 2,587
35期（2015年12月21日） 6,788 100 △ 1.2 743,804 △ 1.0 0.0 － 98.4 2,364
36期（2016年１月20日） 6,291 100 △ 5.8 700,756 △ 5.8 0.0 － 98.0 2,134
37期（2016年２月22日） 6,247 70 0.4 705,434 0.7 0.0 － 98.6 2,079
38期（2016年３月22日） 6,446 70 4.3 737,593 4.6 0.0 － 99.5 1,996
39期（2016年４月20日） 6,419 70 0.7 742,191 0.6 0.0 － 96.2 2,017
40期（2016年５月20日） 6,035 70 △ 4.9 704,583 △ 5.1 0.0 － 97.9 1,870

（注）当ファンドの基準価額は、投資対象とする投資信託証券については、前営業日の基準価額を基に計算しております。
（注）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注）基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。
（注）外国の指数は、基準価額への反映に合わせて前営業日の値を使用しております。
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。
（注）「債券先物比率」は買建比率－売建比率。

・ 原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の
合計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。

本資料の表記にあたって

参考指数に関して
※ 当ファンドはブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（為替ヘッジなし、円換算ベース）を参考指数としています。ブルームバーグオースト
ラリア債券（総合）インデックス（為替ヘッジなし、円換算ベース）は、ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（豪ドルベース）の基準日
前営業日（現地ベース）の指数を基準日の対顧客電信売買相場の仲値により三菱ＵＦＪ国際投信が円換算したものです。
ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピーおよびその関係会社（以下「ブルームバーグ」と総称します。）は、三菱ＵＦＪ国際投信の関係会社ではなく、当ファ
ンドを承認し、是認し、レビューしまたは推奨するものではありません。ブルームバーグおよびブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックスは､
ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピーの商標またはサービスマークであり、三菱ＵＦＪ国際投信に対してライセンスされています。ブルームバーグは、
ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックスに関連するいかなるデータまたは情報の適時性、正確性または完全性も保証するものではありません。

以下、本報告書において上記「参考指数に関して」の記載を省略します。



国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）
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○当作成期中の基準価額と市況等の推移

決算期 年　　月　　日
基 　準 　価 　額

参　考　指　数
ブルームバーグオーストラリア債券（総合）

インデックス（為替ヘッジなし、円換算ベース）
債券組入
比　　率

債券先物
比　　率

投資信託
証券比率

騰 落 率 騰 落 率

第35期

（期　首） 円 ％ ％ ％ ％ ％

2015年11月20日 6,971 － 751,618 － 0.0 － 98.1

　　11月末 6,959 △ 0.2 752,152 0.1 0.0 － 98.0

（期　末）

2015年12月21日 6,888 △ 1.2 743,804 △ 1.0 0.0 － 98.4

第36期

（期　首）

2015年12月21日 6,788 － 743,804 － 0.0 － 98.4

　　12月末 6,862 1.1 755,964 1.6 0.0 － 91.8

（期　末）

2016年１月20日 6,391 △ 5.8 700,756 △ 5.8 0.0 － 98.0

第37期

（期　首）

2016年１月20日 6,291 － 700,756 － 0.0 － 98.0

　　１月末 6,637 5.5 740,168 5.6 0.0 － 98.1

（期　末）

2016年２月22日 6,317 0.4 705,434 0.7 0.0 － 98.6

第38期

（期　首）

2016年２月22日 6,247 － 705,434 － 0.0 － 98.6

　　２月末 6,268 0.3 709,003 0.5 0.0 － 98.7

（期　末）

2016年３月22日 6,516 4.3 737,593 4.6 0.0 － 99.5

第39期

（期　首）

2016年３月22日 6,446 － 737,593 － 0.0 － 99.5

　　３月末 6,579 2.1 752,896 2.1 0.0 － 98.6

（期　末）

2016年４月20日 6,489 0.7 742,191 0.6 0.0 － 96.2

第40期

（期　首）

2016年４月20日 6,419 － 742,191 － 0.0 － 96.2

　　４月末 6,310 △ 1.7 727,380 △ 2.0 0.0 － 97.7

（期　末）

2016年５月20日 6,105 △ 4.9 704,583 △ 5.1 0.0 － 97.9
（注）当ファンドの基準価額は、投資対象とする投資信託証券については、前営業日の基準価額を基に計算しております。
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。
（注）「債券先物比率」は買建比率－売建比率。



第35期首 ： 6,971円

第40期末 ： 6,035円

（既払分配金 480円）

騰落率 ： －6.7％

（分配金再投資ベース）

運用経過

当作成期中の基準価額等の推移について （第35期～第40期：2015/11/21～2016/５/20）

基準価額の動き
基準価額は当作成期首に比べ6.7％（分配金再投資ベース）の下落となり
ました。

基準価額の主な変動要因

下落要因 豪ドルが対円で下落（円高）したことが、基準価額の下落要因となりました。

・分配金再投資基準価額は、収益分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、

ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。

・実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースによ

り異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なるため、お客さまの損益の状況を示すもの

ではない点にご留意ください。

国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）
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投資環境について （第35期～第40期：2015/11/21～2016/５/20）

◎オーストラリア債券市況
・オーストラリア債券市場の利回りは低下
しました。

・豪ドルが対円で下落したため、当ファン
ドの参考指数は当作成期首に比べ下落し
ました。

・当作成期の前半は、原油価格の下落が続
いたことや、中国に端を発した世界的な
株安が進行したことから、投資家のリス
ク回避姿勢が強まる中、安全資産として
の債券が買われ、オーストラリアの債券
利回りは低下しました。

・当作成期の半ばは、原油価格や株式相場
が引き続き軟調に推移したことから、
オーストラリアの債券利回りの低下が進
みました。日銀がマイナス金利政策の導
入を決定したことも、利回りの低下要因
となりました。その後は、原油価格や株
式相場が反発し、リスク回避姿勢が和ら
いだことから、利回りは上昇しました。
2015年10－12月期の豪ＧＤＰ（国内総生
産）成長率が予想を上回ったことも、利
回りの上昇要因となりました。

・当作成期の後半は、米国の利上げが緩や
かなペースにとどまるとの見方を背景
に、米国債利回りが低下したことから、
オーストラリアの債券利回りも低下しま
した。その後、利回りは上昇する場面も
見られましたが、オーストラリア準備銀
行（ＲＢＡ）がインフレ圧力の低下を背
景に利下げを決定したことなどから、利
回りは低下基調となりました。

・社債セクターは、底堅い展開となりまし
た。当作成期の前半から半ばにかけては、
原油価格や株式相場が軟調となり、リス
ク回避姿勢が強まったことから、社債ス
プレッド（国債に対する上乗せ金利）は
拡大しました。しかし、当作成期の後半
は、原油価格が反発するとともに、株式
相場も上昇に転じたことから、スプレッ
ドは縮小しました。

（注） 当ファンドの参考指数は、ブルームバーグオーストラリ
ア債券（総合）インデックス（為替ヘッジなし、円換算
ベース）です。

国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）
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◎為替市況
・当作成期を通してみると豪ドルは対円で
下落しました。

・当作成期の前半は、2015年７－９月期の
豪ＧＤＰ成長率が予想を上回ったことな
どから、豪ドルは対円で上昇して始まり
ました。しかしその後は、原油価格の下
落を背景に投資家のリスク回避姿勢が意
識される中、豪ドルは対円で下落しまし
た。さらに、世界的な株安などを背景に
リスク回避姿勢が強まったことから、豪
ドルは対円で下落しました。

・当作成期の半ばは、日銀が予想外の追加
緩和を決定したことなどを受け、豪ドル
は対円で一時上昇しましたが、世界的な
株式相場の不透明感や原油安を受けて、
再び下落しました。その後は、オーストラ
リア国内経済の底堅さや資源価格の上昇
を背景に、豪ドルは対円で反発しました。

・当作成期の後半は、豪ドルは対円で下落
する場面もありましたが、商品相場の上
昇などを好感し豪ドルは概ね底堅く推移
しました。しかし、当作成期末にかけては、
日銀が市場の追加緩和期待に反し金融政
策の据え置きを決定する一方、ＲＢＡが
利下げを決定したことなどから、豪ドル
は対円で下落しました。

（出所：Bloomberg）

国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）
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＜国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）＞
・ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）の受益証券を高位に組み入れ、
マネー・プール　マザーファンド受益証券への投資も行いました。

・当作成期末において、ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）の組入比
率は97.9％となりました。

＜ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）＞
（当記載は、レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社から提供されたＬＭ・オース
トラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）の資料を基に、三菱ＵＦＪ国際投信が作成した
ものです。）
・基準価額は当作成期首に比べ下落しました。
・主として投資適格格付を付与された豪ドル建の国債、州政府債、国際機関債、社債、モーゲー
ジ証券および資産担保証券等を主要投資対象とし、長期的に安定した利金収入が期待できる
ポートフォリオを維持しました。

・資産配分については、金融債、リートセクター、公益事業セクターなどを中心とした社債を
高めとしています。なお、金融債については、カバードボンド（債権担保付社債の一種）、大
手金融機関が発行する流動性、信用力が相対的に高い債券等が組み入れの中心となっています。

・その結果、保有している公社債のインカム・ゲインや公社債の利回りの低下がプラスに寄与
したものの、豪ドルが対円で下落（円高）したことなどがマイナスに作用し、基準価額（分
配金再投資ベース）は下落しました。

当該投資信託のポートフォリオについて

◎国内短期金融市場
＜無担保コール翌日物金利の推移＞
・日銀による金融緩和政策の影響を受けて、無担保コール翌日物金利は0.1％を下回る水準で推
移しました。日銀のマイナス金利の適用開始を受けて、足下ではマイナス0.05％程度で推移
しました。

＜国庫短期証券（３ヵ月物）の利回りの推移＞
・日銀による短期国債の買入れや短期国債の需給の引き締まりなどから、国庫短期証券（３ヵ
月物）の利回りは０％を下回る水準で推移しました。2016年１月の日銀の金融政策決定会合
でマイナス金利の導入が決定されると一時的にマイナス0.2％程度まで急低下したものの、急
低下の反動からマイナス0.1％程度まで上昇しました。その後、再び低下傾向となり、足下で
はマイナス0.25％程度で推移しました。

国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）
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セクター別構成比率
作成期末（現地2016年５月20日）作成期首（現地2015年11月20日）

項　目 比　率

国債 13.5%
州政府債 24.1%
国際機関／政府保証債等 18.7%
社債等 40.2%
モーゲージ証券・資産担保証券等 3.5%
その他 0.0%

項　目 比　率

国債 11.9%
州政府債 24.4%
国際機関／政府保証債等 19.4%
社債等 40.6%
モーゲージ証券・資産担保証券等 3.7%
その他 0.0%

＜マネー・プール　マザーファンド＞
・基準価額は当作成期首に比べて上昇しました。
・わが国の国債や短期国債（国庫短期証券）現先取引、コール・ローンおよびCP現先取引等へ

の投資を通じて、安定した収益の確保や常時適正な流動性の保持を目指した運用を行いまし
た。その結果、日銀のマイナス金利導入による金利低下を受けて保有債券の評価額が上昇し
たことなどにより、基準価額は上昇しました。

格付別構成比率
作成期末（現地2016年５月20日）作成期首（現地2015年11月20日）

項　目 比　率

ＡＡＡ 40.9%
ＡＡ 28.3%
Ａ 24.3%
ＢＢＢ 6.4%
ＢＢ以下 0.0%

項　目 比　率

ＡＡＡ 41.3%
ＡＡ 28.8%
Ａ 25.4%
ＢＢＢ 4.6%
ＢＢ以下 0.0%

（ご参考）

特性値等
作成期末（現地2016年５月20日）

項　目 比　率

平均直利 4.5%
平均終利 2.7%
平均デュレーション 4.7

作成期首（現地2015年11月20日）
項　目 比　率

平均直利 4.7%
平均終利 3.2%
平均デュレーション 4.6

・ 平均直利（直接利回り）とは、利子収入部分にのみ着目した利回り。債券価格に対する利子の割合（年率）をいいます。
・ 平均終利（複利最終利回り）とは、償還日までの利子とその再投資収益および償還差損益も考慮した利回り（年率）をいいます。
・ デュレーションとは、「金利変動に対する債券価格の変動性」を示すもので、債券はデュレーションが大きいほど、金利変動に対する価格の変動が大きくなる傾
向があります。

・ 上記の比率は、現物資産の評価額に占める割合です。

・ 上記の比率は、現物資産の評価額に占める割合です。
・ 格付は、S&P・Moody's・Fitchにより付与された格付の内、最も高いものを使用しています。
・ 上記の３社により格付が付与されていない場合、ウエスタン・アセット・マネジメント・カンパニー・ピーティーワイ・リミテッドが独自の分析に基づき付与
した格付を使用しています。
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【分配原資の内訳】

項　　　　　目
第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

2015年11月21日～
2015年12月21日　

2015年12月22日～
2016年１月20日　

2016年１月21日～
2016年２月22日　

2016年２月23日～
2016年３月22日　

2016年３月23日～
2016年４月20日　

2016年４月21日～
2016年５月20日　

当期分配金 100 100 70 70 70 70
(対基準価額比率) 1.452％ 1.565％ 1.108％ 1.074％ 1.079％ 1.147％

当期の収益 74 74 70 70 40 40
当期の収益以外 26 26 － － 29 29

翌期繰越分配対象額 1,284 1,259 1,264 1,273 1,244 1,215

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

（単位：円、１万口当たり、税込み）

分配金について

収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案し、次表の通り
とさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

当該投資信託のベンチマークとの差異について

・当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。上記のグラフは当ファン
ドの基準価額と参考指数の騰落率との対比です。

・参考指数はブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（為替ヘッジなし、円
換算ベース）です。

・ファンドの騰落率は分配金込みで計算しています。

（第35期～第40期：2015/11/21～2016/５/20）

分配金について

収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案し、次表の通り
とさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

【分配原資の内訳】

項　　　　　目
第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

2015年11月21日～
2015年12月21日　

2015年12月22日～
2016年１月20日　

2016年１月21日～
2016年２月22日　

2016年２月23日～
2016年３月22日　

2016年３月23日～
2016年４月20日　

2016年４月21日～
2016年５月20日　

当期分配金 100 100 70 70 70 70
(対基準価額比率) 1.452％ 1.565％ 1.108％ 1.074％ 1.079％ 1.147％

当期の収益 74 74 70 70 40 40
当期の収益以外 26 26 － － 29 29

翌期繰越分配対象額 1,284 1,259 1,264 1,273 1,244 1,215

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

（単位：円、１万口当たり、税込み）
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今後の運用方針

＜国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）＞
◎今後の運用方針
・引き続き、ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）の受益証券に投資を
行います。また、マネー・プール　マザーファンド受益証券への投資も行います。

＜ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）＞
（当記載は、レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社から提供されたＬＭ・オース
トラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）の資料を基に、三菱ＵＦＪ国際投信が作成した
ものです。）
◎運用環境の見通し
・ＲＢＡは2016年５月３日に開催した理事会において政策金利を0.25％引き下げ、最低水準と
なる1.75％としました。ＲＢＡは声明文で「予想以上のインフレ圧力の低下」を利下げの主
因として指摘しました。当面の金融政策については、利下げ効果やインフレ動向を注視しつ
つ、ＲＢＡは様子見姿勢を維持するものと考えられます。

・為替相場については、ＲＢＡによる利下げによる景気刺激効果がオーストラリアのさらなる
内需拡大を促し、同国の景気が今後も緩やかな成長基調をたどると期待される一方、日本で
は日銀が積極的な金融緩和を継続していることから、豪ドルは対円で底堅く推移するものと
予想されます。

◎今後の運用方針
・運用方針に関しては、債券市場の動向を勘案しながらデュレーションを調整する方針です。
資産配分については、金融債、リートセクター、公共事業セクターなどを中心とした社債を
引き続き高めとする方針です。金融債については、カバードボンド（債権担保付社債の一種）、
大手金融機関が発行する流動性・信用力が相対的に高い債券等を組み入れの中心とします。

＜マネー・プール　マザーファンド＞
◎運用環境の見通し
・中国経済の減速などから原油価格が大幅に下落した結果、物価の伸びは日銀の目標を大幅に
下回っています。したがって、今後も金融緩和政策が継続されると想定されることから、短
期金利は低位で推移すると予想しています。

◎今後の運用方針
・引き続き、わが国の国債や短期国債（国庫短期証券）現先取引、コール・ローンおよびCP現
先取引等への投資を通じて、安定した収益の確保や常時適正な流動性の保持を目指した運用
を行います。

国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）
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項　　目
第35期～第40期

項 目 の 概 要
金　額 比　率

円 ％

（a） 信託報酬 33 0.499
(a)信託報酬＝ 作成期中の平均基準価額×信託報酬率×

（作成期中の日数÷年間日数）

 （投信会社） （11） （0.161）
ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論
見書等の作成等の対価

 （販売会社） （21） （0.322） 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供
等の対価

 （受託会社） （ 1） （0.016） ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の
対価

（b） その他費用 0 0.002 (b)その他費用＝作成期中のその他費用÷作成期中の平均受益権口数

 （監査費用） （ 0） （0.002） ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用

 （その他） （ 0） （0.000） 信託事務の処理等に要するその他諸費用

合　　計 33 0.501

作成期中の平均基準価額は、6,602円です。

（注） 作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し
た結果です。

（注） 消費税は報告日の税率を採用しています。
（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注） その他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
（注） 各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）が支払った費用を含みません。
（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ご

とに小数第３位未満は四捨五入してあります。

国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）
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○１万口当たりの費用明細　 （2015年11月21日～2016年５月20日）
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○利害関係人との取引状況等　 （2015年11月21日～2016年５月20日）

利害関係人との取引状況

○売買及び取引の状況　 （2015年11月21日～2016年５月20日）

投資信託証券

銘　　　　　　　柄

第35期～第40期

買　　　　　　　付 売　　　　　　　付

口　　　数 金　　　額 口　　　数 金　　　額

千口 千円 千口 千円
ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用） 1,038,178 579,642 1,798,805 1,008,148

（注）金額は受渡代金。

＜国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）＞

区　　　　　分

第35期～第40期

買付額等
Ａ

売付額等
Ｃ

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
投資信託証券 579 579 100.0 1,008 1,008 100.0

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱ＵＦＪ信託銀行です。

＜マネー・プール　マザーファンド＞
該当事項はございません。
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○組入資産の明細　 （2016年５月20日現在）

ファンド･オブ･ファンズが組入れた邦貨建ファンドの明細

親投資信託残高

銘　　　　　柄
第34期末 第40期末

口　　　数 口　　　数 評　価　額

千口 千口 千円
マネー・プール　マザーファンド 0.997 0.997 1

銘　　　　　柄
第34期末 第40期末

口　数 口　数 評価額 比率

千口 千口 千円 ％

ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用） 4,292,491 3,531,864 1,831,978 97.9

合　　　　　計 4,292,491 3,531,864 1,831,978 97.9

（注）比率は国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）の純資産総額に対する比率。
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○投資信託財産の構成　 （2016年５月20日現在）

項　　　　　　　　目
第40期末

評　　価　　額 比　　　　率

千円 ％

投資信託受益証券 1,831,978 96.7

マネー・プール　マザーファンド 1 0.0

コール・ローン等、その他 62,038 3.3

投資信託財産総額 1,894,017 100.0

○資産、負債、元本及び基準価額の状況

項　　　目
第35期末 第36期末 第37期末 第38期末 第39期末 第40期末

2015年12月21日現在 2016年１月20日現在 2016年２月22日現在 2016年３月22日現在 2016年４月20日現在 2016年５月20日現在

円 円 円 円 円 円
（A）資産 2,452,134,443　 2,175,596,724　 2,123,620,415　 2,061,689,770　 2,042,253,265　 1,894,017,880　

コール・ローン等 92,413,499　 81,746,693　 73,584,328　 75,424,572　 101,267,560　 62,038,722　
投資信託受益証券（評価額） 2,326,748,070　 2,092,688,712　 2,050,035,085　 1,986,185,155　 1,940,984,703　 1,831,978,156　
マネー・プール　マザーファンド（評価額） 1,001　 1,001　 1,002　 1,002　 1,002　 1,002　
未収入金 32,971,731　 1,160,183　 －　 79,041　 －　 －　
未収利息 142　 135　 －　 －　 －　 －　

（B）負債 87,963,112　 41,014,854　 44,119,723　 65,428,169　 24,402,921　 23,563,398　
未払収益分配金 34,826,372　 33,929,656　 23,301,548　 21,678,137　 22,006,335　 21,696,921　
未払解約金 50,988,747　 5,202,534　 18,850,650　 42,123,316　 798,310　 268,694　
未払信託報酬 2,138,803　 1,874,610　 1,959,109　 1,619,759　 1,591,143　 1,590,803　
未払利息 －　 －　 －　 －　 252　 100　
その他未払費用 9,190　 8,054　 8,416　 6,957　 6,881　 6,880　

（C）純資産総額（Ａ－Ｂ） 2,364,171,331　 2,134,581,870　 2,079,500,692　 1,996,261,601　 2,017,850,344　 1,870,454,482　
元本 3,482,637,202　 3,392,965,663　 3,328,792,711　 3,096,876,748　 3,143,762,192　 3,099,560,253　
次期繰越損益金 △ 1,118,465,871　 △ 1,258,383,793　 △ 1,249,292,019　 △ 1,100,615,147　 △ 1,125,911,848　 △ 1,229,105,771　

（D）受益権総口数 3,482,637,202口 3,392,965,663口 3,328,792,711口 3,096,876,748口 3,143,762,192口 3,099,560,253口
１万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 6,788円 6,291円 6,247円 6,446円 6,419円 6,035円
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○損益の状況

項　　　目
第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

2015年11月21日～
2015年12月21日　

2015年12月22日～
2016年１月20日　

2016年１月21日～
2016年２月22日　

2016年２月23日～
2016年３月22日　

2016年３月23日～
2016年４月20日　

2016年４月21日～
2016年５月20日　

円 円 円 円 円 円
（A）配当等収益 28,183,505 27,109,544 26,764,468 24,376,108 14,209,590 14,139,422 

受取配当金 28,180,523 27,105,621 26,762,420 24,376,039 14,210,094 14,142,281 
受取利息 2,982 3,923 2,048 69 － － 
支払利息 － － － － △          504 △        2,859 

（B）有価証券売買損益 △   54,706,739 △  159,021,812 △   16,548,829 58,648,679 1,095,821 △  109,082,113 
売買益 2,068,632 3,233,746 896,324 62,219,925 2,004,352 721,736 
売買損 △   56,775,371 △  162,255,558 △   17,445,153 △    3,571,246 △      908,531 △  109,803,849 

（C）信託報酬等 △    2,147,993 △    1,882,664 △    1,967,525 △    1,626,716 △    1,598,024 △    1,597,634 
（D） 当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △   28,671,227 △  133,794,932 8,248,114 81,398,071 13,707,387 △   96,540,325 
（E）前期繰越損益金 △  444,103,959 △  473,300,817 △  613,593,116 △  569,482,829 △  499,686,455 △  491,673,348 
（F）追加信託差損益金 △  610,864,313 △  617,358,388 △  620,645,469 △  590,852,252 △  617,926,445 △  619,195,177 

（配当等相当額） （    444,087,836） （    424,582,263） （    408,479,735） （    380,899,253） （    387,412,412） （    382,084,303）
（売買損益相当額）（△1,054,952,149） （△1,041,940,651） （△1,029,125,204） （△  971,751,505） （△1,005,338,857） （△1,001,279,480）

（G）計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △1,083,639,499 △1,224,454,137 △1,225,990,471 △1,078,937,010 △1,103,905,513 △1,207,408,850 
（H）収益分配金 △   34,826,372 △   33,929,656 △   23,301,548 △   21,678,137 △   22,006,335 △   21,696,921 

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） △1,118,465,871 △1,258,383,793 △1,249,292,019 △1,100,615,147 △1,125,911,848 △1,229,105,771 
追加信託差損益金 △  619,570,906 △  625,840,802 △  620,645,469 △  590,852,252 △  617,926,445 △  624,774,385 
（配当等相当額） （    435,381,243） （    416,099,849） （    408,479,735） （    380,899,253） （    387,412,412） （    376,505,095）
（売買損益相当額）（△1,054,952,149） （△1,041,940,651） （△1,029,125,204） （△  971,751,505） （△1,005,338,857） （△1,001,279,480）

分配準備積立金 12,121,441 11,279,227 12,436,717 13,486,629 3,939,693 237,258 
繰越損益金 △  511,016,406 △  643,822,218 △  641,083,267 △  523,249,524 △  511,925,096 △  604,568,644 

（注）（B）有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。
（注）（C）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。
（注）（F）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

＜注記事項＞
①作成期首（前作成期末）元本額 3,711,683,157円
　作成期中追加設定元本額 398,877,744円
　作成期中一部解約元本額 1,011,000,648円
　また、１口当たり純資産額は、作成期末0.6035円です。
②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は1,229,105,771円です。
③分配金の計算過程

項　　　目 2015年11月21日～
2015年12月21日　

2015年12月22日～
2016年１月20日　

2016年１月21日～
2016年２月22日　

2016年２月23日～
2016年３月22日　

2016年３月23日～
2016年４月20日　

2016年４月21日～
2016年５月20日　

費用控除後の配当等収益額 26,035,512円 25,226,880円 24,796,943円 23,898,504円 12,725,985円 12,541,788円

費用控除後・繰越欠損金補填後
の有価証券売買等損益額 －円 －円 －円 －円 －円 －円

収益調整金額 444,087,836円 424,582,263円 408,479,735円 380,899,253円 387,412,412円 382,084,303円

分配準備積立金額 12,205,708円 11,499,589円 10,941,322円 11,266,262円 13,220,043円 3,813,183円

当ファンドの分配対象収益額 482,329,056円 461,308,732円 444,218,000円 416,064,019円 413,358,440円 398,439,274円

１万口当たり収益分配対象額 1,384円 1,359円 1,334円 1,343円 1,314円 1,285円

１万口当たり分配金額 100円 100円 70円 70円 70円 70円

収益分配金金額 34,826,372円 33,929,656円 23,301,548円 21,678,137円 22,006,335円 21,696,921円
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○分配金のお知らせ

第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

１万口当たり分配金（税込み） 100円 100円 70円 70円 70円 70円

◆分配金は各決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。
◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、各決算日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。
◆課税上の取り扱い
・分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻
金（特別分配金）」に分かれます。

・分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、
下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、
その後の個々の受益者の個別元本となります。

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復
興特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択するこ
ともできます。

※法人受益者に対する課税は異なります。
※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。
※ＮＩＳＡおよびジュニアＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得およ
び譲渡所得が一定期間非課税となります。

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に
お問い合わせいただくか、当社ホームページ（http://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。

[ お 知 ら せ ]
2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興
特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））
の税率が適用されます。
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○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細　 （2016年５月20日現在）

国内公社債

＜マネー・プール　マザーファンド＞
下記は、マネー・プール　マザーファンド全体（216,309千口）の内容です。

（Ａ）国内（邦貨建）公社債　種類別開示

区　　　分

第40期末

額 面 金 額 評 価 額 組入比率
うちＢＢ格
以下組入比率

残存期間別組入比率

５年以上 ２年以上 ２年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国債証券 200,000 200,933 92.4 － － － 92.4 

合　　　計 200,000 200,933 92.4 － － － 92.4 
（注）組入比率は、親投資信託の純資産総額に対する評価額の割合。
（注）評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。
（注）現先の組み入れがある場合、現先は国債証券に含めて記載。
（注）ＢＢ格以下組入比率の計算においては、Moody'sとS&Pの格付けのうち高いものを採用しています。

（Ｂ）国内（邦貨建）公社債　銘柄別開示

銘　　　　柄
第40期末

利　率 額面金額 評 価 額 償還年月日

国債証券 ％ 千円 千円

第98回 利付国債（５年） 0.3 50,000 50,016 2016/６/20

第282回 利付国債（10年） 1.7 150,000 150,916 2016/９/20

合　　　　　計 200,000 200,933
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〈参考〉投資する投資信託証券およびその概要

ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）

　当ファンドは、国際オーストラリア債券オープン（毎月決算型）が投資対象とする投資信託証券
です。

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

名 称 ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）

形 態 等 適格機関投資家専用

投 資 対 象 豪ドル建の公社債を主要投資対象とします。

運 用 方 針

・ ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（為替ヘッジなし、円換算ベース）
を参考指標として運用を行います。

・ 豪ドル建の国債、州政府債、国際機関債、社債、モーゲージ証券及び資産担保証券等を主要投
資対象とします。投資を行う公社債は、原則として格付機関からＢＢＢ－／Ｂａａ３格以上の
格付を付与されたものとします。

・ デュレーション・コントロール、セクター配分、銘柄選定の3つの戦略により超過収益の獲得を
目指します。

・ シナリオ・ディペンデント・オプティマイゼーション（ＳＤＯ）＊ を活用したデュレーション・
コントロールを行います。ポートフォリオの平均デュレーションは、原則として参考指標のデュ
レーション±1年とします。
＊ ひとつの投資環境シナリオを想定し、それに依存するのではなく、基本シナリオの他に複数の代替シナリオを想定し、代替
シナリオにあるイベントが発生した場合に考えられるマイナス効果を最小限に抑えつつ、基本シナリオにおいて最大限の収益
を獲得するための方針を策定するツールです。

・ 外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。したがって、基準価額は、円と
豪ドルとの為替変動の影響を受けます。

・ 有価証券先物取引等を活用することがあります。
・ ウエスタン・アセット・マネジメント・カンパニー・ピーティーワイ・リミテッドに、運用の
指図に関する権限を委託します。

決 算 日 毎月11日（休業日の場合は翌営業日とします。）

主 な 関 係 法 人
・委託会社：レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社
・投資顧問会社：ウエスタン・アセット・マネジメント・カンパニー・ピーティーワイ・リミテッド
・受託会社：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

「ウエスタン・アセット・マネジメント・カンパニー・ピーティーワイ・リミテッド」について
ウエスタン・アセット・マネジメント・カンパニー・ピーティーワイ・リミテッドは、レッグ・メイソン・インクのグループ会社で、債券市場全般に幅広い専門
知識を持つ世界有数の債券運用会社であるウエスタン・アセットのオーストラリア拠点です。
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ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）
　組入資産の明細、損益の状況は「ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）」
の第142期～第147期（作成期末2016年１月12日）の運用報告書から抜粋したものです。
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